
0 労働基準法の 一部を改正する 法律の施行について 
( 平成 15 年 10 月 22 日 ) 
( 基登 第 1022001 号 ) 

( 都道府県労働局長あ て厚生労働省労働基準局長通知 ) 
( 公印省略 ) 

労働基準法の 一部を改正する 法律 ( 平成 15 年法律 第 104 号。 以下「改正法」という。 ) については、 
平成 15 年 7 月 4 日付け厚生労働省発基 第 0704002 号により厚生労働事務次官より 通達されたところであ 
るが、 改正法に よ る改正後の労働基準法 ( 以下「 法 」という。 ) 及び労働基準法のⅠ部を   改正す る 法律 
の 施行期日を定める 政令 ( 平成 15 年政令第 458 号。 以下「施行日政令」という。 ) 並びに労働基準法の 
二部を政上する 法律の施行に 伴 う 労働基準法施行規則及び 労働時間の短縮の 促進に関する 臨時措置法 
施行規則の一部を 改正する省令 ( 平成 15 年厚生労働省令弟 163 号。 以下「整備省令」という。 ) による 
改正後の労働基準法施行規則 ( 以下「 則 」とい つ - ） 労働基準法第 14 条 第 1 項第 Ⅰ号の規定に 基づき 厚 
生 労働大臣が定める 基準を定める 告示 ( 平成 ]5 年厚生労働省告示第 356 号。 以下「特例基準」とい 
つ - ) 、 有期労働契約の 締結、 更新及び 雇 止めに関する 基準を定める 告示 ( 平成 15 年厚生労働省告示 第 
357 号。 以下「 雇 止めに関する 基準」とい つ。 ） 労働基準法第 38 条の 4 第 Ⅰ項の規定により 同項 第 Ⅰ 号 
の 業務に従事する 労働者の適正な 労働条件の確保を 図るための指針の 一部を改正する 告示 ( 平成 15 年 
厚生労働省告示第 353 号。 以下「企画業務型指針」という。 ) の 内容等は下記のとおりであ るので、 こ 
れるの施行に 遺漏なきを期されたい   
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第 1  有期労働契約 ( 法弟 ]4 条、 第 ]37 条及び改正法附則第 3 条関係 ) 
Ⅰ 契約期間の上限 ( 法弟 U4 条 第 Ⅰ 項 関係 )   
有期契約労働者の 多くが契約更新を 繰り返すことにより、 一定期間継続して 雇用されている 
現状等を踏まえ、 有期労働契約が 労使双方から 良好な雇用形態の 一つとして活用されるように 
することを目的として、 有期労働契約の 契約期間の上限をⅠ年から 3 年に延長するとともに、 高 
度の専門的知識等を 有する労働者や 満 60 歳以上の労働者については、 特例としてその 期間の上 限 る 5 年としたものであ るこ と 
なお、 高度の専門的知識等を 有する労働者との 間に締結される 労働契約については、 当該 労 
勘者の有する 高度の専門的知識等を 必要とする業務に 就く場合に限って 契約期間の上限を 5 年 
とする労働契約を 締結することが 可能となるものであ り、 当該高度の専門的知識を 必要とする 業務に就いていない 場合の契約期間の 上限は 3 年であ るこ と 
また、 本条 第 Ⅰ 項第 1 号の高度の専門的知識等を 有する労働者との 間に締結される 労働契約に 
ついては、 改正法による 改正前の労働基準法第 14 条 第 Ⅰ 号 又は第 2 号の労働者との 間に締結され 
る 労働契約に係る 特例と異なり、 当該労働者が 当該専門的知識等を 必要とする業務に 就く者で 
あ る場合であ れば、 いっでも 5 年以内の契約期間の 労働契約を締結することができるものであ 
ること。 
(2)  特例の対象 
契約期間の上限が 5 年とされた労働契約は、 法第 14 条 第 ] 項第 1 号及び第 2 号に掲げる労働契約 
であ り、 具体的には次のとおりであ ること。 
ア 法弟 14 条 第 Ⅰ 項第 Ⅰ号に掲げる 労働契約 
( ア )  趣旨 
特例基準は、 高度の専門的知識等を 限定列挙したものであ り、 衆議院及び参議院の 厚生 
労働委員会における 附帯決議 ( 川添Ⅰ参照 ) において、 「有期上限 5 年の対象労働者の 範囲に 
ついては、 弁護士、 公認会計士など 専門的な知識、 技術及び経験を 有しており、 自らの 労 
働 条件を決めるに 当たり、 交渉上、 劣位に立つことのない 労働者を当該専門的な 知識、 技 
術及び経験を 必要とする業務に 従事させる場合に 限定すること。 」とされたことを 踏まえ 
たものであ るこ と 
( イ )  特例基準 第 Ⅰ 号 関係 
本号は、 博士の学位を 有する者を特例の 対象とすることとしたものであ るが、 契約期間 
の上限を 5 年とする労働契約を 締結することができるのは、 法第 ]4 条 第 Ⅰ 項第 Ⅰ号に定める 
とおり「当該高度の 専門的知識等を 必                             く 」場合に限るものであ ることか 
ら 、 労働者が博士の 学位を有している                                       当該博士の学位に 関係する業務を 
行うことが労働契約上認められてい                                   のであ ること。 
( ウ )  特例基準第 2 号関係 
本号において、 契約期間の上限を 5 年とする労働契約を 締結することができるのは、 上 
記 ( イ ) の考え方と同様に、 労働者が本号に 掲げる国家資格を 有していることだけでは 足り 
ず 、 当該国家資格の 名称を用いて 当該国家資格に 係る業務を行 う ことが労働契約上認めら れている等が 必要であ るものであ るこ と 
( ェ )  特例基準第 3 号関係 
「アクチュアリー」とは、 確率や数理統計の 手法を駆使して、 保険料率の算定や 配当 水 
準の決定、 保険商品の開発及び 企業年金の設計等を 行うものであ り、 「アクチュアリ 一に 
関する資格試験」とは、 社団法人日本アクチュアリ 一会が行うアクチュアリ 一に関する 資 格 試験を指すものであ るこ と 

 
 

 
 

  

 
 






















